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令和３年８月２３日 

福島県環境共生課 

 

２０１８年度（平成３０年度）の温室効果ガス排出量について（詳細版） 

  

 本県における２０１８年度（平成３０年度）の温室効果ガス排出量について、地球温暖化対策の推進

に関する法律第２１条第１０項に基づき公表しましたので、お知らせします。  

 なお、温室効果ガス排出量の公表については、国による都道府県ごとの統計資料及び福島県内の各種

統計資料の発表時期の関係で、２０１８年度分の公表となります。 

また、国による統計資料のうち、資源エネルギー庁発行の統計（都道府県別エネルギー消費統計）が、

２０１８年度分公表に合わせて１９９０年まで遡って改定(※)されたことから、本県の温室効果ガス排

出量及び調整後排出量についても同様に遡って再計算しました。（詳細は p13） 

（※都道府県別エネルギー消費統計の改定年度：1990 年度、2005 年度、2007～2017 年度） 

 

１ 温室効果ガス排出量について 

２０１８年度の温室効果ガス総排出量（各温室効果ガスの排出量に地球温暖化係数※１を乗じ、それら

を合算したもの）は、１６，８０５千トン（二酸化炭素換算。以下同じ。）となりました。 

なお、全国の温室効果ガス総排出量との比較は次のとおりです。 

・福島県：   １６，８０５千トン（全国の約１．４％） 

・全 国：１，２４０，０００千トン 

 

  

 

※ 調整後排出量＝(総排出量)－｛(森林吸収)＋(電力会社の排出係数調整)＋(再エネ導入)｝ 

 

図１ 本県の温室効果ガス排出量の推移 
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表１ 本県の温室効果ガス排出量の推移 

 1990 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

(H2) (H25) (H26) (H27) (H28) (H29) (H30) 

二酸化炭素(CO₂) 
千 t-CO₂ 13,052  17,419  16,912  16,215  16,415  16,225  15,504 

構成比 89.6% 93.1% 93.0% 92.7% 92.6% 92.6% 92.3% 

メタン(CH₄) 
千 t-CO₂ 738  448  443  425  411  417  415 

構成比 5.1% 2.4% 2.4% 2.4% 2.3% 2.4% 2.5% 

一酸化二窒素(N₂O) 
千 t-CO₂ 264  302  236  230  218  179  155 

構成比 1.8% 1.6% 1.3% 1.3% 1.2% 1.0% 0.9% 

ハイドロフルオロ 

カーボン類(HFCs) 

千 t-CO₂ 232  444  497  540  583  614  639 

構成比 1.6% 2.4% 2.7% 3.1% 3.3% 3.5% 3.8% 

パーフルオロ 

カーボン類(PFCs) 

千 t-CO₂ 95  53  56  52  56  56  55 

構成比 0.7% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 

六フッ化硫黄(SF₆) 
千 t-CO₂ 187  34  34  33  37  34  32 

構成比 1.3% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 

三フッ化窒素(NF₃) 
千 t-CO₂ 0  2  3  3  3  3  4 

構成比 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

小計①【総排出量】 千 t-CO₂ 14,569  18,703  18,182  17,498  17,722  17,530  16,805 

森林吸収② 千 t-CO₂ - - 1,743 1,336 1,311 758 1,290 

電力会社の排出係数 

調整等③ 
千 t-CO₂ - - ▲29  ▲43  ▲45  ▲20  ▲91 

再エネ導入④ 千 t-CO₂ - - 208  270  293  477  485 

合計⑤【調整後排出量】 

①－(②+③+④) 
千 t-CO₂ - - 16,260  15,936  16,163  16,315  15,121 

 ※ 森林吸収量は林野庁算定データ。 

※ 温室効果ガスについてはＰ１１を参照。 

※ 端数処理の関係で数値の合計が合わない場合があります。 

 

 

図２ 本県（２０１８年度）の温室効果ガスの種類別構成比  
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（１）総排出量について 

福島県地球温暖化対策推進計画における温室効果ガス削減目標の基準年度（２０１３年度（平成 

２５年度））及び前年度（２０１７年度（平成２９年度））との比較は次のとおりです。 

・２０１８年度       ：１６，８０５千トン 

・基準年度（２０１３年度）比：▲１０．２％ 

・前 年 度（２０１７年度）比： ▲４．１％ 

   

（２）調整後排出量について 

・２０１８年度        ：１５，１２１千トン 

・基準年度（２０１３年度）比：▲１９．２％ 

・前 年 度（２０１７年度）比： ▲７．３％ 

※ 調整後排出量とは実質的な排出量のことであり、次の①～③を削減分として総排出量から差

し引いたものです。「福島県地球温暖化対策推進計画」では、「基準年度の総排出量」と「調整

後排出量」の比較によって進行管理をすることとしており（基準年度の総排出量：１８，７０

３千トン）、削減目標を２０２０年度：▲２５％、２０３０年度：▲４５％としています。 

① 森林吸収量（▲１,２９０千トン） 

② 県内に電気を供給している電気事業者の調整後排出係数※２による調整（９１千トン） 

③ 再エネ導入分（▲４８５千トン） 

 

（３）温室効果ガスの種類別の増減について（総排出量での比較） ※ 温室効果ガスの詳細については P.1１参照  

○ 二酸化炭素（ＣＯ₂） 

・基準年度比：▲１１．０％ 

・前 年 度 比： ▲４．４％ 

省エネ等によるエネルギー使用量の減少、再生可能エネルギーの導入拡大等による電気使用

量に係る二酸化炭素排出係数※３（以下「電気の排出係数」という。）の減少等が、基準年度比

及び前年度比ともに減少した主な要因として挙げられます。 

 

○ メタン（ＣＨ₄） 

・基準年度比：▲７．４％ 

・前 年 度 比：▲０．６％ 

基準年度比については、農業分野における排出量の減少が主な要因として挙げられます。 

 

○ 一酸化二窒素（Ｎ₂Ｏ） 

・基準年度比：▲４８．８％ 

・前 年 度 比：▲１３．３％ 

    廃棄物処理量の減少や自動車の走行による排出量の減少が、基準年度比及び前年度比ともに

減少した主な要因として挙げられます。 

 

○ ハイドロフルオロカーボン類（ＨＦＣｓ） 

・基準年度比：＋４３．９％ 

・前 年 度 比： ＋４．１％ 

全国での排出量が増加しており、その数値を全国比（世帯数）で算定しているため県内排出

量は増加しました。 
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○ パーフルオロカーボン類（ＰＦＣｓ） 

・基準年度比：＋３．１％ 

・前 年 度 比：▲２．１％ 

基準年度比については、全国での排出量が増加しており、その数値を全国比（製造品出荷額）

で算定しているため増加しましたが、前年度比については、全国での排出量が減少しているた

め減少しました。 

 

○ 六フッ化硫黄（ＳＦ₆） 

・基準年度比：▲５．２％     

・前 年 度 比：▲５．７％     

 全国での排出量が減少しており、その数値を全国比（製造品出荷額）で算定しているため県

内排出量は減少しました。 

 

○ 三フッ化窒素（ＮＦ₃） 

・基準年度比：＋６５．８％    

・前 年 度 比： ＋２．３％    

全国での排出量が増加（特に半導体に係る排出量）しており、その数値を全国比（製造品出 

荷額）で算定しているため県内排出量は増加しました。 

 

 

※１ 地球温暖化係数 

個々の温室効果ガスの地球温暖化に対する効果を、その持続時間も加味した上で、 

二酸化炭素の効果に対して相対的に表す指標。メタンは二酸化炭素の約２５倍、一酸 

化二窒素は約２９８倍、フロン類は数百～数万倍。 

※２ 調整後排出係数 

※３排出係数について、再生可能エネルギー固定価格買取制度（FIT 制度）に伴う 

調整等を行った後の排出係数。 

※３ 電気使用量に係る二酸化炭素排出係数 

電気使用に伴う二酸化炭素の排出量を計算するための係数。 

（電気使用量 × 電気の排出係数 = 電気使用に係る二酸化炭素排出量） 
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２ 二酸化炭素の部門別排出量について 

   温室効果ガス総排出量の大部分を占めるＣＯ₂の排出量は、１５，５０４千トンでした。基準年度

及び前年度との比較は次のとおりです。 

・２０１８年度              ：１５，５０４千トン 

・基準年度（２０１３年度）比：▲１１．０％ （参考：２０１７年度 ▲６．９％） 

・前 年 度（２０１７年度）比： ▲４．４％ （参考：２０１７年度 ▲１．２％） 

 

 

 

 

図３ 本県の二酸化炭素の部門別排出量推移 
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表２ 本県の二酸化炭素の部門別排出量推移 

 
1990 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

(H2) (H25) (H26) (H27) (H28) (H29) (H30) 

産業部門 
千 t-CO₂ 4,870  5,666  5,578  5,289  5,648  5,445  5,174 

構成比 37% 33% 33% 33% 34% 34% 33% 

運輸部門 
千 t-CO₂ 3,630  4,237  4,118  4,106  4,087  4,085  3,977 

構成比 28% 24% 24% 25% 25% 25% 26% 

民生業務

部門 

千 t-CO₂ 2,028  3,382  3,169  3,095  3,095  3,051  2,976 

構成比 16% 19% 19% 19% 19% 19% 19% 

民生家庭

部門 

千 t-CO₂ 1,601  3,537  3,453  3,125  2,995  3,094  2,806 

構成比 12% 20% 20% 19% 18% 19% 18% 

工業プロ

セス部門 

千 t-CO₂ 404  0  0  0  0  0  0 

構成比 3% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

廃棄物 

部門 

千 t-CO₂ 519  597  594  600  590  551  571 

構成比 4% 3% 4% 4% 4% 3% 4% 

合計 
千 t-CO₂ 13,052  17,419  16,912  16,215  16,415  16,225  15,504 

構成比 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 

※ 上記表及び下記グラフには各部門の二酸化炭素排出量のみを表示しており、メタン等他の温室効果 

ガスは含んでいません。 

※ 端数処理により数値の合計が一致しない場合があります。 

 

 

 

図４ 本県（２０１８年度）の二酸化炭素の部門別排出量構成比 
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（１）産業部門（製造業等） 

・基準年度比：▲８．７％ 

・前 年 度 比：▲５．０％ 

排出量全体の９割を占める製造業のエネルギー使用量の減少や電気の排出係数の減少等が、基

準年度比及び前年度比ともに減少した主な要因として挙げられます。 

 

（２）運輸部門（自動車等） 

・基準年度比：▲６．１％ 

・前 年 度 比：▲２．６％ 

ガソリン使用量の減少が、基準年度比及び前年度比ともに減少した主な要因として挙げられま 

す。 

 

（３）民生業務部門（商業・サービス・事業所等） 

・基準年度比：▲１２．０％ 

・前 年 度 比： ▲２．４％ 

省エネの推進や電気の排出係数の減少等が、基準年度比及び前年度比ともに減少した主な要因

として挙げられます。 

 

（４）民生家庭部門 

・基準年度比：▲２０．７％ 

・前 年 度 比： ▲９．３％ 

省エネの推進や電気の排出係数の減少等が基準年度比で減少した主な要因と考えられます。 

また、２０１８年度は冬季の気温が高くエネルギー使用量が減少したことが、前年度比で減少

した主な要因として挙げられます。 

 

（５）廃棄物部門（廃棄物の焼却等） 

・基準年度比：▲４．３％ 

・前 年 度 比：＋３．６％ 

廃棄物焼却量の減少が基準年度比で減少した要因として挙げられます。また、産業廃棄物（廃

プラスチック）の焼却量の増加が、前年度比で増加した要因として挙げられます。 

 

３ エネルギー使用量について 

（１） エネルギー使用量について 

２０１８年度のエネルギー使用量は４，１０７千 kl（原油換算）でした。 

基準年度及び前年度との比較は次のとおりです。 

・２０１８年度            ：４，１０７千 kl 

・基準年度（２０１３年度）比：▲６．６％ 

・前 年 度（２０１７年度）比：▲３．８％ 

  

（２） エネルギー種類別使用量について 

     エネルギー種類別使用量の推移については次のとおりです。 
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図５ 本県のエネルギー種類別使用量の推移 
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その他 

原油換算

千 kl 
245  290  287  264  233  240  230  222 

構成比 6% 6% 7% 6% 6% 6% 5% 5% 

合計 

原油換算

千 kl 
3,817  4,806  4,398  4,300  4,166  4,265  4,268  4,107 

構成比 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 

※ 端数処理の関係で数値の合計が合わない場合があります。 

 

 

図６ 本県（２０１８年度）のエネルギー種類別使用量の構成比 

 

（３） 部門別エネルギー使用量について 

部門別エネルギー使用量については次のとおりです。 

 

    
 

図７ 本県の部門ごとのエネルギー使用量の推移 
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表４ 本県の部門ごとのエネルギー使用量の推移 

部門 
1990 2005 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

(H2) (H17) (H25) (H26) (H27) (H28) (H29) (H30) 

産業 

原 油 換 算

千 kl 
1,411  1,527  1,381  1,362  1,289  1,394  1,327  1,299 

構成比 37% 32% 31% 32% 31% 33% 31% 32% 

運輸 

原 油 換 算

千 kl 
1,381  1,710  1,612  1,566  1,562  1,548  1,554  1,513 

構成比 36% 36% 37% 36% 37% 36% 36% 37% 

民生業務 

原 油 換 算

千 kl 
534  763  643  621  622  633  650  633 

構成比 14% 16% 15% 14% 15% 15% 15% 15% 

民生家庭 

原 油 換 算

千 kl 
492  806  761  750  693  691  737  662 

構成比 13% 17% 17% 17% 17% 16% 17% 16% 

合計 

原 油 換 算

千 kl 
3,817  4,806  4,398  4,300  4,166  4,265  4,267  4,107 

構成比 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 

※ 端数処理の関係で数値の合計が合わない場合があります。 

 

 
図８ 本県（２０１８年度）の部門別エネルギー使用量構成比  
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 参 考 

 

１ 算定対象の温室効果ガスの種類と特徴について 

  表５ 温室効果ガス排出量の種類と特徴 
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２ 電気の排出係数について 

電気の排出係数とは、電気使用に伴うＣＯ２の排出量を計算するための係数です。 

（電気使用量 × 電気の排出係数 = 電気使用に係る二酸化炭素排出量） 

調整後排出係数とは電気事業者の二酸化炭素排出係数について、再生可能エネルギー固定価格買取 

制度（FIT 制度）に伴う調整等を行った後の排出係数です。 

２０１８年度の県内に電気を供給する電気事業者の基礎排出係数：０.０００５２２t-CO２/kWh 

調整後排出係数：０.０００５２８t-CO２/kWh 

２０１７年度の県内に電気を供給する電気事業者の基礎排出係数：０.０００５２１t-CO２/kWh 

調整後排出係数：０.０００５２３t-CO２/kWh 

 

３ 温室効果ガスとエネルギー消費の関係について 

   エネルギーを消費したとき、二酸化炭素等が排出されますが、次に示すように一つの燃料種から複 

数種の温室効果ガスが排出されることもあります。 

   例） 

 

図９ 温室効果ガスとエネルギー消費の関係 

 

４ 「福島県地球温暖化対策推進計画」における温室効果ガス排出量削減目標について 

削減目標の設定に当たっては、県総合計画や平成２８年５月に策定された国の「地球温暖化対策計

画」に合わせて、目標年度を２０２０年度（令和２年度）及び２０３０年度（令和１２年度）とし、

基準年度についても同様に、国の計画に合わせて２０１３年度（平成２５年度）としています。  

具体的な削減目標としては、２０２０年度には、県民、事業者、行政等あらゆる主体が一丸となっ

た県民総ぐるみの省エネルギー努力や再生可能エネルギーの導入等を行うことにより、温室効果ガス

排出量について、基準年度（２０１３年度（平成２５年度））比で２５％の削減、２０３０年度には 

４５%の削減を目指すこととしています。  
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５ 備考 

  資源エネルギー庁発行の統計データ（都道府県別エネルギー消費統計）が、２０１８年度分公表に

合わせて１９９０年まで遡って改定(※)されたことから、本県の温室効果ガス排出量及び調整後排出

量についても同様に遡って再計算しました。 

（※都道府県別エネルギー消費統計の改定年度：1990年度、2005 年度、2007～2017 年度） 

 

表６ 再計算前後の総排出量、調整後排出量について （単位：千 t-CO₂） 

年度 
1990 2005 2007 2008 2009 2010 2011 2012 

(H2) (H17) (H19) (H20) (H21) (H22) (H23) (H24) 

総排出量 
再計算前 14,675 19,504 18,797 17,668 16,651 16,514 17,494 18,786 

再計算後 14,569 19,310 18,604 17,485 16,497 16,371 17,312 18,583 

調整後 

排出量 

再計算前 － － － － － － － － 

再計算後 － － － － － － － － 

 

年度 
2013 2014 2015 2016 2017 

(H25) (H26) (H27) (H28) (H29) 

総排出量 
再計算前 18,867 18,331 17,683 17,854 17,673 

再計算後 18,703 18,182 17,498 17,723 17,530 

調整後 

排出量 

再計算前 － 16,436 16,148 16,323 16,486 

再計算後 － 16,260 15,936 16,164 16,315 

 


